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主 論 文 題 名： 
 
越境をめぐる政治―近代日本における台湾籍民政策の展開 
 
（内容の要旨） 
いつの時代においても、越境する自国民の管理は政治の重要な課題であろう。反対に、
入境する他国民をどう扱うか、これも政治の課題であろう。その管理や対策が不十分で
あれば、統治の正当性や安定を脅かす危険性があるからである。周知の通り、1895年か
ら 1945 年まで近代日本は台湾を半世紀にわたり統治した。台湾統治のために設置され
た台湾総督府にとって、対岸（福建・広東など、華南地方）との関係をどうするかは最
重要課題の一つであった。総督府にとって、大陸から入境する清国人（のちに中華民国
の国民）と大陸へ越境する「台湾籍民」（以下、籍民と略す）の統制や管理を行う必要
があり、それは日本政府ひいては総督府による台湾統治の安定性を示す重要な指標にな
っていたとも言える。 
籍民に関しては、総督府の管轄が及ばない華南地方に在留することに加えて、日本領
事館（福州・厦門等）が広大な華南地方の籍民をすべて把握できていなかったため、籍
民問題は統治初期から生起し、さらに時代の変化とともに新たなタイプの籍民問題が生
じることになる。台湾の対岸における籍民は、1905 年前後に 1,000 人を、1910 年代に
2,000 人を、1920 年代に 5,000 人、1930 年代には 1 万人を超えるようになる。これら
は日本領事館に在留の手続きをした人数で、未登録者は含まれていないため、籍民の実
数はもっと多かったと言われている。 
本研究は既存研究の未開拓の側面に光を当て、籍民研究を深化させることを目指して
いる。総督府が台湾の対岸における籍民に対しいかなる対策を取ったのか、時代の推移
とともに解き明かすことが目的である。本研究が注目する第 1の視角は、駐在領事の役
割に視点を置いた考察である。第 2の視角は、総督府の情報収集活動である。第 3の視
角は、日中戦争勃発後、籍民の引揚と中国への再進出という現象である。以上の問題意
識に立ち、近代日本における台湾籍民政策の展開を長いスパンで考察してきた。 
考察の結果、次のようなことを指摘することができる。 
日本が台湾統治を開始した初期、総督府は、抗日勢力の平定をはじめ、統治基礎を固める制度
作りなどを最優先課題とし、対岸に進出した日本人と台湾住民の管理制度を最初から十分に確立
できていなかった。そのため、華南地方で問題として急浮上したのが、旅券（総督府発給の渡 
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航証明書）を手にして籍民を自称する清国人（「仮冒籍民」）であった。籍民は旅券を
もって日本人であることを主張でき、有利な立場に立つことができた。とりわけ訴訟関
連の問題が起きた時には、治外法権の恩恵で清の法律に裁かれることなく、日本領事の
保護を求めることは最大のメリットであった。しかし、その旅券が売買など何らかの手
段で入手しやすいので、旅券を濫用した者は領事を非常に困らせていた。 
急増する籍民を管理・取り締まるため、厦門および福州に駐在する日本領事は、一方
で総督府に対し渡航管理制度を強化するよう求める。他方で日本の法律である「清国及
朝鮮国在留帝国臣民取締法」に照らして、在留禁止処分を実施することになる。仮冒籍
民が淘汰される 1910 年代初頭まで、在留禁止処分を受けた籍民が 29 人、日本人が 33
人であった。日本領事が行った在留禁止はある程度効果を発揮したが、裁量の基準は不
明と言わざるを得ない。その理由として考えられるのは、領事館の人員に限りがあった
ことや、領事館と総督府との連携が構築されていなかったことが挙げられる。したがっ
て本、来在留を禁止されるべき潜在的人数はより多かったと推量できる。 
こうした状況下、対岸の日本領事館と有効な協力関係を構築するため、総督府は、府
事務官を対岸の日本領事に兼任させることになる。同制度の成立は 1917 年であった。
その結果、制度上、総督府は、籍民の把握・管理・取締・指導や、台湾に輸入される中
国の新聞・雑誌の取締等を、対岸の日本領事に当たらせることができるようになった。
さらに、対岸領事との関係を強化するため、総督府は年度末に或いは領事の更迭に際し
て、賞与金を領事館に与えることになる。こうして総督府は権限上外交に関する権限を
持たなかったにもかかわらず、対岸領事を指揮することで華南地方への影響力を強めて
いった。 
中国の政治変動は大きく、その影響が台湾に波及しかねないことを、総督府は常に懸
念していた。したがって総督府および台湾軍は中国情報を得ようとしていた。台湾軍は
独自のインテリジェンスを持っていたと考えられるが、その全貌は未だにわからないが、
総督府のそれについては少なくとも 2つの情報源があったと考えられる。領事情報およ
び、総督府が「嘱託」という形で依頼した人物からの情報であった。 
在中日本領事の提供する情報に基づき、総督が具体的にどのような指示を出していた
のか、日記を残した田健治郎総督（1919～1923 年在任）を取り上げて考察してみた。
そこからは、総督が華南地方の情勢を注視していたこと、対岸の軍人との間に安定した
関係の構築を試みたことを知ることができる。しかし総督と軍閥との交流は必ずしもう
まくは行っていなかった。1920年代前後、中国のナショナリズムが高揚し始め、その鉾
先は次第に日本人に集中しつつあった。日本人である台湾籍民は、日ごろの行いが華南
地方の中国人から嫌悪されて、中国人との関係も悪化することが度々あった。こうした 
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状況下、第一線で排日への対策に取り組んだ日本領事はかなりの役割を果たし、総督府
からは非常に評価されていた。対岸領事の総督府事務官兼任を追うことによって、籍民
の生命・財産等を保護する意識が総督府の中で明確になり始めたことが見えてくる。 
対岸の日本領事に事務を依頼するほか、総督府は情報源となる人物を中国の重要な都
市に配置することで、籍民に関する情報を入手することになる。かかる総督府の情報網
に関わった人物に、総督府が現地で採用した籍民が存在したことは注目される。実は、
総督府が「高等警察に関する事務」を台湾人に嘱託したのは、田健治郎総督の任期中に、
東京にいた台湾人や台湾人留学生を利用したのが嚆矢である。その後、同様の手法は、
中国にいた籍民をも対象に、拡大運用されることになったのである。 
これまで見てきたように、1900年前後から 1930 年代にかけて、総督府は籍民対策を
展開するため、種々の方法を利用し、籍民を統制下に置こうとした。しかし、日中関係
が次第に緊張し、客観的状況が変わると、新たな局面が展開される。その最たるものは、
日中戦争の勃発がもたらした打撃であった。 
1937 年 7 月に日中戦争が勃発した後、籍民の多くは日本領事の命令に従い華南地方
を離れることになった。この時の避難で 1万人前後の籍民および日本人は、財産などを
残したまま引き揚げざるを得なかった。ところが、1938 年 5 月に日本軍は厦門を、10
月には広東を占領し、事態は逆転した。戦局の進展に伴い、総督府は迅速に人員（官僚・
技術者等）を動員したり、多くの物資を提供したりして、日本軍の要請に応えていった。
軍政分野には関与できなかったものの、台湾総督府は、長年蓄積されてきた台湾統治の
経験、とりわけインフラの整備や教育、警察などの整備を、対岸における日本軍占領地
の民政分野に援用していった。戦時下、厦門および広東にいた台湾人および日本人は、
戦前のそれを上回るようになり、特に従前日本人も台湾籍民も殆んど行かなかった広東
でも、在留邦人の増加が顕著になる。そこからは、台湾と華南地方との関係が短時間で
緊密化されたことを確認することができる。しかし、1945年 8月、日本の敗戦により、
日本人でなくなった籍民は、中国政府の「漢奸狩り」などで苦難を強いられることにな
る。多くの台湾人は辛うじて台湾に帰ることができた。こうして、台湾籍民は完全に歴
史の舞台から消えてなくなったのである。 
本研究は、日本統治期台湾籍民に対する日本の政策の展開過程の一部を考察してきた
が、論じ残した課題もある。今後も引き続き資料の探索を続け、新たな視点を導入する
ことで、越境をめぐる政治経済史を、台湾籍民という視点から考察していきたい。 
 
